予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費
	事業名: 朝市・直売所地産地消推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　農政部　農産物流通課　地産地消係　電話番号：058-272-1111（内2855）

　　　　　　　E-mail：c11444@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,145千円（前年度予算額：1,145千円）
	事業内容


	１　事業の概要


　魅力ある直売所づくりと安全・安心な農産物の生産拡大に向け、店づくり、人づくり、経営向上のそれぞれを目指す朝市・直売所づくり研修会を開催するなど、生産から直売所運営まで幅広く支援するとともに、直売所情報を広く県民にＰＲすることで地産地消の拠点である直売所の更なる活性化を図る。
（１）朝市・直売所づくり研修会の開催

　　・店づくり研修会では商品の上手なＰＲするためのＰＯＰ研修会、人づくりでは新
規栽培者の育成に向けた現地研修会を開催する他、直売所運営者のスキルアップ
を図る経営改善研修、県内あるいは近県の優良な直売所の視察研修会を開催し、
魅力ある直売所運営を図るための研修会を開催する。
（２）地産地消情報の収集発信
  　　　　　　　　　・県内の直売所や地産地消の取組情報を収集し、県ホームページ等により広く県民

にＰＲする。
（３）地域朝市連合活動の促進

　　　・高齢化に伴い減少を続ける直売所生産者を確保するため、定年帰農者や農村女性
の参入につなげる生産者との交流会、新規生産者向け栽培講習会・ほ場見学会など
を行う地域朝市連合の取組みを支援する。

	２　所要経費


（１）朝市・直売所づくり研修会の開催　　　　　　　　　　　　632千円
（２）地産地消情報の収集発信　　　　　　　　　　　　　　　　141千円
（３）地域朝市連合活動の促進　　　　　　　　　　　　　　　  372千円

	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	1,145
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,145

	要求額
	1,145
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,145

	２月1日時点
査定額
	1,145
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,145

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事務事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　県では朝市・直売所を地産地消の拠点と位置付けており、安全・安心で新鮮な農産物を消費者に提供し、さらなる地産地消を推進するため、魅力ある直売所づくりの支援を実施し、販売額の向上を図ります。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	直売所の販売額
	108億円（H21）
	108億円

（H22）
	115億円

（H23）
	130億円

（H27）
	83％


	学校給食、社員食堂等への地元食材を供給する直売所
	36 箇所
（H21）
	－　箇所

(未集計)

（H22）
	49箇所

（H23）
	45箇所

（H27）
	109％



（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）朝市・直売所店づくり研修会の開催

　　　第１回　上手な商品ＰＲのためのＰＯＰづくり研修会（7/11　参加者45名）

　　　第２回　朝市・直売所経営改善研修会（9/11　参加者28名）
　　　第３回、４回　農産加工品新商品開発研修（12月開催予定）
　　　第５回　農産物品揃充実研修　（12月開催予定）
（２）地産地消情報の収集発信
　　　市町村等を通じて収集した県内朝市・直売所等にアンケート調査（6月4日）を実施し朝市・直売所の情報収集を行い、県ホームページの情報更新を実施した。

（３）担い手確保対策等地域朝市連合活動の促進

　　　各地域の朝市連合の取組みを支援するため、農林事務所が担い手育成、生産技術指導等を実施。各地域の活動の成果を発表する研修会を2月開催する予定。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
（１）直売所の運営者や従業員、農産物を出荷する農業者それぞれが抱える課題につ

いて、その改善を図るための具体的な研修会を開催することができた。
（２）各朝市・直売所のアンケート調査により、各店舗の販売額、販売状況、課題を把握することができた。また、新規直売所１０箇所を把握県ホームページでの情報更新を実施することができた。
（３）各地域の朝市連合の活動促進を図ることができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○


	地域の農業者の販売の拠点として、また消費者が地元農産物を入手できる場として重要で、地産地消の拠点として位置付けられている朝市・直売所の活性化を図り、活力ある魅力的な直売所づくりに向けた支援が必要である。

	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：期待した効果がある、△：一定の効果がある、×：期待した成果がほとんどない

	（評価）

○

	チェーンストア協会発表の農産品の販売は過去５年間で６％ほど減少しているにもかかわらず、朝市・直売所は５年間で２２％増加している。指標の目標数値を達成するためには、継続した支援が必要である。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある、×：効率化が図られていない

	(評価)

○

	直売所づくり研修会の開催では、朝市・直売所へのアンケート調査結果等から各直売所の抱える課題を把握しながら実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
県全体では販売額の増加は図られているが、中小の直売所の多くは販売額が伸び悩ん

でいる。今後は、こうした販売に苦戦している中小の直売所が抱える課題を中心とし

た店づくり研修会を開催する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
新鮮で安全な地元食材を求める県民ニーズは高く、各直売所がそれぞれ独自の特色を持った魅力ある直売所づくりを行い、県民に安定的に地元食材を供給できる拠点となるよう、継続して支援を行う。


